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立川都市計画高度地区の変更（立川市決定） 

都市計画高度地区を次のように変更する。 

                          面積欄の（ ）内は変更前を示す。 

種 類 面 積 建築物の高さの最高限度又は最低限度 備考 

〔 

最 
 

高 
 

限 
 

度 

〕 

第１種 

高度地区 

約   ha 

899.2 

（989.8） 

 建築物の各部分の高さ（地盤面からの高さによる。以

下同じ。）は、当該部分から前面道路の反対側の境界線

又は隣地境界線までの真北方向の水平距離の 0.6 倍に５

メートルを加えたもの以下とする。 

 

20ｍ 

第１種 

高度地区 

約   ha 

90.6 

（―） 

１ 建築物の高さ（地盤面からの高さによる。以下同じ。）

は、20 メートル以下とする。 

２ 建築物の各部分の高さは、当該部分から前面道路の

反対側の境界線又は隣地境界線までの真北方向の水平

距離の 0.6 倍に５メートルを加えたもの以下とする。 

 

第２種 

高度地区 

約   ha 

175.6 

（818.4） 

建築物の各部分の高さは、当該部分から前面道路の反

対側の境界線、又は隣地境界線までの真北方向の水平距

離が８メートル以内の範囲にあっては、当該水平距離の

1.25 倍に５メートルを加えたもの以下とし、当該真北方

向の水平距離が８メートルを超える範囲にあっては、当

該水平距離から８メートルを減じたものの0.6倍に15メ

ートルを加えたもの以下とする。 

 

25ｍ 

第２種 

高度地区 

約   ha 

642.8 

（―） 

１ 建築物の高さは、25メートル以下とする。 

２ 建築物の各部分の高さは、当該部分から前面道路の

反対側の境界線、又は隣地境界線までの真北方向の水

平距離が８メートル以内の範囲にあっては、当該水平

距離の 1.25 倍に５メートルを加えたもの以下とし、当

該真北方向の水平距離が８メートルを超える範囲にあ

っては、当該水平距離から８メートルを減じたものの

0.6 倍に 15 メートルを加えたもの以下とする。 

 

第３種 

高度地区 

約   ha 

18.6 

（35.4） 

建築物の各部分の高さは、当該部分から前面道路の反

対側の境界線、又は隣地境界線までの真北方向の水平距

離が８メートル以内の範囲にあっては、当該水平距離の

1.25 倍に 10 メートルを加えたもの以下とし、当該真北方

向の水平距離が８メートルを超える範囲にあっては、当

該水平距離から８メートルを減じたものの0.6倍に20メ

ートルを加えたもの以下とする。 

 

30ｍ 

第３種 

高度地区 

約   ha 

16.8 

（―） 

１ 建築物の高さは、30メートル以下とする。 

２ 建築物の各部分の高さは、当該部分から前面道路の

反対側の境界線、又は隣地境界線までの真北方向の水

平距離が８メートル以内の範囲にあっては、当該水平

距離の 1.25 倍に 10 メートルを加えたもの以下とし、

当該真北方向の水平距離が８メートルを超える範囲に

あっては、当該水平距離から８メートルを減じたもの

の 0.6 倍に 20 メートルを加えたもの以下とする。 

 

25ｍ 

高度地区 

約   ha 

129.5 

（―） 

 建築物の高さは、25メートル以下とする。  

35ｍ 

高度地区 

約   ha 

9.5 

（―） 

建築物の高さは、35 メートル以下とする。  
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合   計 

約   ha 

1,982.6 

(1,843.6) 

 

 

１ 制限の緩和 

(1）この規定の適用による隣地との関係等による緩和に関する措置は、次に定めるとこ

ろによる。ただし、イの規定については、北側の前面道路又は隣地との関係につい

ての建築物の各部分の高さの最高限度（以下「斜線型高さ制限」という。）が定めら

れている場合において、その高さを算定するときに限る。 

ア 北側の前面道路の反対側に水面、線路敷その他これらに類するもの（以下「水面

等」という。）がある場合又は敷地の北側の隣地境界線に接して水面等がある場合

においては、当該前面道路の反対側の境界線又は当該水面等に接する隣地境界線

は、当該水面等の幅の２分の１だけ外側にあるものとみなす 

イ 敷地の地盤面が北側の隣地（北側に前面道路がある場合においては、当該前面道

路の反対側の隣接地をいう。以下同じ。）の地盤面（隣地に建築物がない場合にお

いては、当該隣地の平均地表面をいう。以下同じ。）より１メートル以上低い場合

においては、当該敷地の地盤面は、当該高低差から１を減じたものの２分の１だけ

高い位置にあるものとみなす 

(2) 一の敷地とみなすこと等による緩和の措置は、次の各号に定めるところによる。 

ア 建築物の敷地又は建築物の敷地以外の土地で二以上のものが一団地を形成してい

る場合において、建築基準法（昭和 25年法律第 201 号、以下「基準法」という。）

第 86 条第１項及び第３項（同法第 86 条の２第８項においてこれらの規定を準用す

る場合を含む。）の規定により一又は二以上の構えを成す建築物の一の敷地とみな

す当該一団地については、当該一団地を当該一又は二以上の構えを成す建築物の一

の敷地とみなす 

  イ 一定の一団の土地の区域について、基準法第 86 条第２項及び第４項（同法第 86

条の２第８項においてこれらの規定を準用する場合を含む。）の規定により、当該

区域内に現に存することとなる各建築物の一の敷地とみなす当該一定の一団の土

地の区域については、当該一定の一団の土地の区域をこれら建築物の一の敷地とみ

なす 

２ 適用の除外 

(1）この規定の適用の際、現に存する建築物又は現に建築、修繕若しくは模様替の工事

中の建築物が当該規定に適合しない部分を有する場合（以下、「既存不適格建築物」

という。）においては、当該建築物の部分に対しては、当該規定は適用しない。 

(2）既存不適格建築物について増築をする場合においては、当該増築をする部分以外の

部分に対しては、この規定を適用しない。 

(3)法第 12 条の４第１項に規定する地区計画等又は景観法（平成 16 年法律第 110 号）

第 61条第１項に規定する景観地区（以下「景観地区」という。）のうち建築物の高

さの最高限度を定めた区域内においては、当該建築物の高さの最高限度をこの規定

による建築物の高さの最高限度と読み替えて適用する。ただし、斜線型高さ制限に

ついては、地区計画等又は景観地区において道路境界線又は敷地境界線からの真北

方向の距離に応じた建築物の各部分の高さの最高限度が定められている場合又は、

地盤面等からの高さとの関係において、道路境界線又は敷地境界線から建築物の外

壁又はこれに代わる柱の面の距離が定められている場合に限る。 
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３ 認定による特例 

(1）既存不適格建築物等の建替え等の特例 

既存不適格建築物のうち、この規定による建築物の高さの最高限度から斜線型高

さ制限を除いた建築物の高さの限度（以下「絶対高さ制限」という。）を定める都市

計画を告示する日において、当該建築物の高さが絶対高さ制限を超える現に存する

建築物又は現に建築の工事中の建築物で（絶対高さ制限に係る規定に適合するに至

った建築物を除く。）、次に定めるアからカのいずれにも適合して、建替えもしくは

改築するものであると市長が認めるものは、当該建築物に係る絶対高さ制限におい

てその高さを算定するときに限り、この規定は適用しない。この場合において、市

長は、当該建築物に係る建替えもしくは改築を認めるときは、必要に応じて建築審

査会の意見を聴くものとする。 

ア 建替え後の建築物の敷地面積は、現に存する建築物の敷地面積を下回らないこ

と。ただし、公共施設の整備等により変更が生じた場合は、この限りでない 

イ 建替え後の建築物の高さは、現に存する建築物の高さを超えないこと 

ウ 絶対高さ制限を超える部分の水平投影面積の合計及び垂直投影面積の合計が、現

に存する建築物の絶対高さ制限を超える部分の水平投影面積の合計及び垂直投

影面積の合計以下であること 

エ 建替え後の建築物の延べ床面積が、絶対高さ制限を定める高度地区の都市計画の

決定告示日以前の建築物の延べ床面積に 1.2 を乗じた数値を超えないこと 

オ 当該認定の申請を市が受理した日において、原則として当該既存不適格建築物が

存在していること 

カ 市長が現に存する建築物等の工事の完了を、基準法第７条第５項及び第 18 条第

16 項に規定する検査済証等により確認できる、もしくは建築物等の工事に着手し

ていると確認できること 

(2）敷地規模に応じた特例 

一定の規模を有した敷地において、次のアからエのすべてを満たし、周辺環境に

対し一定の配慮が図られ、市街地環境の向上に資する計画であると市長が認めるも

のについては、次の表に掲げる基準の範囲内で、絶対高さ制限を緩和することがで

きる（２(3)に規定した区域内は除く。）。この場合において、市長は、当該建築物に

係る絶対高さ制限の緩和を認めるときは、必要に応じて建築審査会の意見を聴くも

のとする。 

ア 敷地面積が 3,000 平方メートル以上であること 

  イ より良い日照環境をつくる建築物であること 

ウ 道路及び隣地からの建築物等の壁面後退距離をとること 

  エ 公園や緑化地を創出し、整備すること 

 表（認定により緩和される建築物の絶対高さ制限の範囲） 

対象敷地面積 絶対高さ制限の範囲 緩和される高さの限度 

3,000 平方メートル以上 20 メートル 25 メートル 

25 メートル 30 メートル 

30 メートル 35 メートル 

35 メートル 40 メートル 
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４ 許可による特例 

次の各号の一に該当する建築物で特定行政庁（当該建築物に関する基準法上の事務

について権限を有する特定行政庁をいう。以下同じ。）が許可したものについては、

この規定は適用しない。この場合において、特定行政庁は、（２）又は（３）に該当

するものについて許可するときは、あらかじめ、建築審査会の同意を得るものとする。 

(1) 都市計画として決定した一団地の住宅施設に係る建築物で土地利用上適当と認め

られるもの。 

(2) 基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 136 条に定める敷地内の空地及び敷地

面積の規模を有する敷地に総合的な設計に基づいて建築される建築物で市街地の

環境の整備改善に資すると認められるもの。 

 (3)その他公益上やむを得ないと認められるもの、かつ周囲の状況等により環境上支障

がないと認められる良好な建築計画の建築物。 

「種類、位置、及び区域は、計画図表示のとおり」 

理由：街並みの保全と良好な市街地環境を形成するため、土地利用上の観点から検討した結果、高度

地区を変更する。 
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変 更 概 要 

変 更 箇 所 変 更 前 変 更 後 面 積 備 考 

立川市富士見町５丁目、柴崎町１丁目、柴崎

町４丁目、曙町３丁目、羽衣町２丁目、羽衣

町３丁目、砂川町１丁目、砂川町２丁目、砂

川町４丁目、砂川町５丁目、泉町、栄町１丁

目、栄町２丁目、栄町３丁目、栄町５丁目、

若葉町３丁目、若葉町４丁目、幸町２丁目、

幸町３丁目、幸町４丁目、幸町５丁目、柏町

４丁目、上砂町１丁目、上砂町２丁目、上砂

町３丁目、一番町１丁目、一番町２丁目、一

番町３丁目、西砂町１丁目、西砂町２丁目、

西砂町３丁目、西砂町４丁目、西砂町５丁目、

西砂町６丁目各地内 

第１種 

高度地区 

20ｍ 

第１種 

高度地区 

約   ha 

90.6 

絶対高

さ制限

の追加 

立川市富士見町１丁目、富士見町２丁目、富

士見町３丁目、富士見町４丁目、富士見町５

丁目、富士見町６丁目、富士見町７丁目、柴

崎町１丁目、柴崎町２丁目、柴崎町３丁目、

柴崎町４丁目、柴崎町５丁目、柴崎町６丁目、

錦町１丁目、錦町２丁目、錦町３丁目、錦町

４丁目、錦町５丁目、錦町６丁目、曙町２丁

目、曙町３丁目、高松町１丁目、高松町２丁

目、高松町３丁目、羽衣町１丁目、羽衣町２

丁目、羽衣町３丁目、砂川町１丁目、砂川町

２丁目、砂川町３丁目、砂川町４丁目、砂川

町５丁目、砂川町６丁目、砂川町７丁目、砂

川町８丁目、泉町、緑町、栄町２丁目、栄町

３丁目、栄町４丁目、栄町５丁目、栄町６丁

目、若葉町１丁目、若葉町２丁目、若葉町３

丁目、若葉町４丁目、幸町１丁目、幸町２丁

目、幸町３丁目、幸町４丁目、幸町５丁目、

幸町６丁目、柏町１丁目、柏町２丁目、柏町

３丁目、柏町４丁目、柏町５丁目、上砂町１

丁目、上砂町２丁目、上砂町３丁目、上砂町

４丁目、上砂町６丁目、一番町１丁目、一番

町２丁目、一番町３丁目、一番町４丁目、一

番町５丁目、一番町６丁目、西砂町１丁目、

西砂町２丁目、西砂町５丁目、西砂町６丁目

各地内 

第２種 

高度地区 

25ｍ 

第２種 

高度地区 

約   ha 

642.8 

絶対高

さ制限

の追加 

立川市富士見町１丁目、柴崎町２丁目、柴崎

町４丁目、錦町１丁目、錦町２丁目、錦町５

丁目、曙町３丁目、高松町２丁目、高松町３

丁目、羽衣町１丁目、羽衣町２丁目各地内 

第３種 

高度地区 

30ｍ 

第３種 

高度地区 

約   ha 

16.8 

絶対高

さ制限

の追加 

立川市砂川町３丁目、砂川町８丁目、上砂町

４丁目、上砂町５丁目、上砂町６丁目、上砂

町７丁目、一番町２丁目、一番町４丁目、一

番町５丁目、一番町６丁目各地内 

― 
25ｍ 

高度地区 

約   ha 

129.5 

絶対高

さ制限

の追加 

立川市曙町３丁目、高松町２丁目、高松町３

丁目、栄町３丁目各地内 

 

― 
35ｍ 

高度地区 

約   ha 

9.5 

絶対高

さ制限

の追加 

 


